
※�分科会や委員会の質疑内容等は、委員会記録をご覧ください。また、本会議での賛否の状況は、14、15面の議決結果をご覧ください。

常任委員会の審査から

予
算
常
任
委
員
会

【
審
査
案
件
】

予
算
関
係
の
議
案
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算
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会
に
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算
案
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件

が
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た
。

　
主
な
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託
案
件
お
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内
容
・

結
果
は
、
次
の
と
お
り
で
す
。

議案第118号　一般会計補正予算(第７号)
　�18歳年齢到達年度末までの子どもに対する医療費助成に係る扶助費
の追加に伴う経費など、14億1,207万円の増額補正のほか、債務負
担行為(複数年度にわたり支出を予定する事業)補正として、出産・子
育て応援ギフト支給業務などを追加

議案第119号　国民健康保険特別会計補正予算(第２号)
　�産前産後の保険料軽減および大阪府統一減免基準の適用に伴う国民健
康保険システム改修に係る経費について、3,076万円の増額

主 な 付 託 案 件

議案第118号　一般会計補正予算（第７号） 全員賛成で
承  認

〈主な内容〉

○高齢者福祉施設補助事業�
� ２億1,409万円
　�多床室の個室化を行う介護施設に対する補助に
係る経費

○高齢者施策推進事業� １億8,120万円
　�新型コロナウイルス感染症等が発生した介護サー
ビス事業所等に対するかかり増し経費の補助

○ふるさと寄附金事業� ３億5,989万円
　�ふるさと寄附金に係る返礼品の購入、配送等に
係る委託料の追加に伴う経費

○妊娠・出産包括支援事業� 448万円
　�出産・子育て応援ギフト支給に係るシステム構
築業務等委託料

○自立支援給付事業� 6,920万円
　�自立支援医療等給付における更生医療給付に係
る扶助費の追加に伴う経費

○子ども医療費助成事業�
� ４億6,510万円
　�18歳年齢到達年度末までの子どもに対する医療
費助成に係る扶助費の追加に伴う経費

○交通安全対策事業� 286万円
　自転車ヘルメットの購入費用の補助に係る経費

○公立保育所民営化推進事業�
� 1,203万円
　�民営化園の園舎建て替えに伴って必要となるア
スベスト除去経費の補助
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議案第119号　国民健康保険特別会計補正予算(第２号)

〈反対意見の概要〉

○�自転車ヘルメットの購入補助に係る経費が予算化されることは評価するが、申請方法が電子申し込みのみ
であるため、高齢者など、電子機器の利用が不得意な方々への配慮が足りていない。他部署と連携し、窓
口申請も行うなど、あらゆる手段の検討を要望する。

○�人材が確保できずに、太陽の広場の開催が難しい状況になれば民間委託するという市の考えなどは見直し
を求める。また、学校統合のためではなく子どもたちの教育環境充実のための人員配置や、自転車ヘルメッ
トの購入補助のオンライン以外の申請方法の検討など、各種予算に係る施策のさらなる市の対応を求め、
意見とする。

○�予算の提案までに、市民の声を聞き、状況を把握し、十分な審議がされていない状況は看過できない。市
民生活に必要な内容等が含まれていることから、やむを得ず賛成とするが、予算提案における民主的とは
いえないプロセス等については、改善を求める。

○�国民健康保険制度の府内完全統一化によって、市の国民健康保険加入者の実態に合わせた保険料率の決定
や独自の減免制度を実施することができなくなることは、自治体の独自性、自治権の侵害である。国民健
康保険の府内統一化を進めるための条例案には反対であるため、本補正予算案も認めることはできない。

○�国民健康保険料を大阪府内で統一の基準にすることついて、市民に全く周知できておらず、理解も得られ
ていない。そのためのシステム改修予算が含まれている本案には賛成できない。

○公園等整備事業� 3,812万円
　�公園便所の仕様変更等に伴う更新工事費等の追
加に係る経費

○教育活動支援事業� 250万円
　�学校規模適正化に伴う学校の負担軽減に向けた
会計年度任用職員の配置に係る費用

○小学校管理事業� 50万円
　�小学校における教職員更衣休養室の環境改善に
係る備品等購入費用

○農地災害復旧事業� 195万円
　�令和５年５月に発生した豪雨被害に係る国の災
害認定を受けた個人所有農地の災害復旧工事費

○国民健康保険システム事業　　　3,076万円
　�産前産後の保険料軽減および大阪府統一減免基準の適用に伴う国民健康保険システム改修に係る経費

〈賛成意見の概要〉

公園便所が新設される江の木公園

賛成多数で
承  認
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議案第92号　情報通信技術を活用した行政の推進に関する条例

議案第117号　第４次総合計画基本計画改訂版の策定

全員賛成で
承  認

全員賛成で
承  認

〈主な質疑項目〉

〈主な質疑項目〉

○�書面手続きと電子手続きの併用による事務量増加へ
の対策

○�書面手続きの廃止時期の検討

○�一部が電子化された手続きを完全に電子化するため
の取り組みの推進

○�電子手続きの推進にあたり、情報政策室が担う役割

○�電子化された個人情報の保護の徹底

○計画期間や中間見直し時期の変更の検討

○�施策指標の記載の省略など、同計画の簡素化に
向けた方策の検討

○臨時財政対策債を除いた経常収支比率の算定

○�財政調整基金残高の目標を100億円から標準財
政規模の20％に変更する理由

○防犯に関する個別計画の策定の見通し

○�令和5年12月に施行された手話言語条例の同計
画への反映

○�現状の自治体DXの取り組み状況を踏まえた目標
指標の設定

○�時代のニーズに合わせて、同計画を柔軟に変更
する必要性

○デジタルデバイド対策も併せて推進する必要性

○電子手続きの特設会場の整備の検討

財
政
総
務
常
任
委
員
会

【
審
査
分
野
】

防
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・
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、
消
防
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・

結
果
は
、
次
の
と
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り
で
す
。

主 な 付 託 案 件

○�財政運営の基本方針において、臨時財政対策債を除いて経常収支比率を算出すること、財政調整基金への繰
入額に限度額を設定すること、赤字地方債の発行は厳しい目標値で運用することを求める。また、計画にあ
る合理的配慮の文言には、手話言語条例の趣旨が含まれていることを踏まえ、政策に反映することを強く要
望し、賛成の意見とする。

○�手話言語条例に関する記述の追加や表現の修正について、個別計画や第５次総合計画の策定の際にしっかり
反映するよう強く求める。総合計画の基本的な方向性は変わっていないため、本案に賛成する。

議案第92号　情報通信技術を活用した行政の推進に関する条例
　�情報通信技術を活用した行政の推進等に関する法律の規定に基づき、
電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信技術を利用する方
法により手続き等を行うために必要となる事項を定めるものです。

議案第117号　第４次総合計画基本計画改訂版の策定
　第４次総合計画基本計画改訂版を策定するものです。

〈賛成意見の概要〉
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議案第98号　学校条例の一部改正

議案第111号　市民プールの指定管理者の指定

〈主な質疑項目〉

〈主な質疑項目〉

○統合の時期を見直す可能性
○�統合までの限られた期間の中で、児童の不安を
解消するための手だてを講じる必要性

○�児童や保護者を含めた地域住民の理解が不十分
な中で統合を進めることの是非

○�統合決定前に児童との対話の場を設ける必要性
に対する市長の認識

○�統合に向けた計画の進
しん

捗
ちょく

状況を丁寧に周知する
必要性

○�国の公立小学校・中学校の適正規模・適正配置
等に関する手引に沿った取り組みについて、統
合決定に至る過程での履行の有無

○�統合後の小学校に魅力ある教育環境を整備する
ための具体的な方策

○�指定管理者候補者の構成員が起こした給与支払
い遅延および個人情報書類紛失事案が、選定結
果に影響を与えた可能性

○�指定管理者候補者選定委員会委員に同事案を報告
せずに開催された同委員会の選定結果の妥当性

○�同事案があったにもかかわらず、再度の同委員
会開催は不要と判断した理由

○�同事案の発生から市がその事実を確認するまで
の経過および市の対応

○同候補者の法令順守意識に対する市の認識
○�同事案の発生が組織、個人のいずれに起因する
ものなのかに関する市の見解

賛成多数で
承  認

賛成多数で
承  認
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は
、
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す
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議案第98号　学校条例の一部改正
　山田第五小学校を山田第三小学校に統合するものです。

議案第111号　市民プールの指定管理者の指定
　�南海・サンアメニティ共同事業体を、令和６年４月１日から令和11
年３月31日まで指定管理者に指定するものです。

主 な 付 託 案 件

○�市内の他地域に比べ、山田第五小学校校区内の
未就学児の同小学校への進学率が低いことに対
する教育委員会の認識

○�指定管理者の管理運営業務に係る履行状況を確
認するための市の監視体制

○�指定管理者が不祥事を起こした場合の市に対す
る報告義務を設ける必要性

〈賛成意見の概要〉
○�子ども、保護者、地域との対話を丁寧に行い、
信頼関係を構築することなどを教育委員会と市
長部局に要望し、賛成する。

〈反対意見の概要〉
○�統合に向けた教育委員会の手法やプロセスなども
含めて問題があるため、認めることはできない。

○�教育委員会と当事者との意見等には大きなずれが
生じており、また現在予定しているスケジュール
も到底納得できるものではないため、反対する。

〈反対意見の概要〉
○�同事案は法令違反であり、見過ごすことはでき
ない。今後の運営についても市が公的責任を果
たすよう求める。

○�同事案における同候補者の対応や、行政指導等
を行わない市の対応には違和感を覚えるため、
賛成できない。
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〈主な質疑項目〉
○�大阪府国民健康保険料完全統一化の開始時期に
関するこれまでの周知方法

○�保険料の算定方法の府内統一化による本市のメ
リット

○�賦課権があるにもかかわらず、市の裁量で保険
料を決定できないことの是非

○�大阪府統一減免基準の対象外となる被保険者へ
の対応

○�保険料の府内統一化は経過措置期間が５年以上あったにもかかわらず、現段階においても市民への周知不足
が甚だしい状況である。また、本市が担わなければならない業務などについても大阪府がすべて決め、言い
なりにならなければならないような状況であることから、賛成できない。

○�国民健康保険加入者は自営業や年金生活者が多く、所得に占める保険料が高いことから、これまで市は負担
軽減に努めてきたが、統一化により、保険料の負担軽減に関する市独自の取り組みが実施できなくなる。市
の独自性や自治権の侵害となるような本条例の改正には反対である。

議案第94号　国民健康保険条例の一部改正

健
康
福
祉
常
任
委
員
会

【
審
査
分
野
】

福
祉
、
医
療
、
子
育
て
な
ど

　
健
康
福
祉
常
任
委
員
会
に
は
条
例
案

等
８
件
が
付
託
さ
れ
ま
し
た
。

　
主
な
付
託
案
件
お
よ
び
審
査
内
容
・

結
果
は
、
次
の
と
お
り
で
す
。

主 な 付 託 案 件

賛成多数で
承  認

議案第94号　国民健康保険条例の一部改正
　�国民健康保険法施行令の改正内容に準じ、出産被保険者に係る保険料
の減額措置を定めるとともに、保険料の算定方法を大阪府統一基準の
とおりとするものです。

議案第102号　障がい者福祉年金支給条例の廃止
　障がい者福祉年金を廃止するものです。

〈反対意見の概要〉

○�本条例施行後に被保険者の負担軽減に資する取
り組みを行う必要性

○�本条例施行後に吹田市国民健康保険運営協議会
が果たす役割

○�国民健康保険制度の改正内容に加え、制度上の
問題点を周知する必要性
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〈主な質疑項目〉

〈主な質疑項目〉

〈主な質疑項目〉

○�同年金の支給対象者および支給額に係る見直しの経過
○�障がい者の経済的自立および社会参加の促進に
関する支援の取り組み実績

○�当事者の意見を十分聴取せずに同年金の廃止を
判断することの是非

○�障がい福祉サービスの充実に加え同年金を今後
も継続する必要性

〈賛成意見の概要〉
○�本条例廃止後も受給者がサービス給付の充実を
実感できるような取り組みを要望する。

○�条例制定時と比べてサービス給付が充実したた
め、財源を他の支援に活用すべきである。

○�本自転車駐車場の設置によるJR吹田駅周辺にお
ける自転車駐車場の収容台数不足の解消見込み

○本自転車駐車場の設置に係る市民への周知方法
○本自転車駐車場の使用料およびその支払方法
○�本自転車駐車場内での防犯カメラの設置などに
よる犯罪・不正防止のための方策

○�本件事故発生に至るまでの関係車両に係る走行
状況の詳細

○�本件事故の相手方車両以外の事故の間接的な要
因と思われる一般車両の運転手に対する責任追
及の必要性

議案第102号　障がい者福祉年金支給条例の廃止

議案第97号　自転車駐車場条例の一部改正

議案第110号　公用車の交通事故に係る損害賠償額の決定

賛成多数で
承  認

JR吹田駅前北第２自転車駐車場イメージ
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２
件
が
付
託
さ
れ
ま
し
た
。

　
付
託
案
件
お
よ
び
主
な
審
査
内

容
・
結
果
は
、
次
の
と
お
り
で
す
。

議案第97号　自転車駐車場条例の一部改正
　�JR吹田駅前北第２自転車駐車場を設置するものです。

議案第110号　公用車の交通事故に係る損害賠償額の決定

付 託 案 件

○�障がい者の生活実態を十分に踏まえた支援策の検討
○�同年金の廃止により捻出される予算を活用した、
代替策としてのサービス給付の詳細

○�大阪府内の各市において、同様の年金制度の廃
止時期が大きく異なる理由

〈反対意見の概要〉
○�同年金は障がい者の生活の一助となる重要な役
割であるにもかかわらず、物価高騰下での廃止
は非常に冷たい仕打ちである。

○�当事者不在の強引な進め方は障害者権利条約に
も反する。当事者の意見をしっかりと聞き、実
態を鑑みた提案をすべきである。

○公用車を運転していた職員のけがの有無
○示談交渉の在り方の見直しの必要性
○公用車へのドライブレコーダーの設置状況

全員賛成で
承  認

全員賛成で
承  認
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令和6年 3月１日発行 令和 6年 3月１日発行
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